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様式２ 
 

公害総合情報システム構築及び保守管理業務委託 

プロポーザル参加表明書兼参加資格審査申請書 
 

（ あて先） 港区長 

令和 ８ 年  月  日 

事 業 者 名 

 

所在地 

 

代表者職・ 氏名               印      

 

担当者氏名 

担当者連絡先 

担当者メ ールアド レス 

 

表記業務について公募型プロポーザルに参加し たく 、 下記のと おり 参加資格の審査を 申請し ます。 な

お、 本申請書及び添付書類の全ての記載事項は、 事実と 相違ないこ と を誓約し ます。  

記 

参加資格内容 申請内容 

① 港区物品買入れ等競争入札参加資格を有するこ と  参加資格を有する ・  参加資格を 有し ない 

② 地方自治法施行令（ 昭和 22 年政令第 16 号） 第 167

条の４ の規定に該当し ないこ と  
規定に該当し ない ・  規定に該当する 

③ 経営不振の状態にないこ と  経営不振の状態にない・ 経営不振の状態にある  

④ 港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（ 平成

16 年７ 月 30 日 16 港政契第 238 号）に基づく 指名停

止の措置を受けていないこ と 。  

措置を 受けていない ・  措置を 受けている 

⑤ 港区の契約における暴力団等排除措置要綱（ 平成 24

年１ 月 26 日 23 港総契第 1157 号） に基づく 入札参

加除外措置を 受けていないこ と 。  

措置を 受けていない ・  措置を 受けている 

⑥ 区内に本店や支店・ 営業所を 置かない区外事業者

は、 原則と し て、 区内事業者と 共同するこ と  

※区内事業者又は区外事業者が区内事業者と 協働し てプ ロ ポーザル

選考に参加する 場合は、 一次審査において 、 評価点を 優遇し ま す。  

区内事業者 ・  共同する  ・  共同し ない 

⑦ 仕様書に記載し ている業務を 適切に遂行するこ と

が可能な豊富な実績と 運営・ 実施体制を 有し ている

こ と  

有する ・  有し ない 

 

※いずれかを ○で囲んで下さ い。  

※各要件は参加表明書提出時点を 基準日と し ます。 なお、 本件プロポーザル実施期間中またはプロポー

ザルによる選考後契約締結日までの間において、 いずれかの要件を 欠く こ と になっ た者に対し て、 プ

ロポーザルの参加資格を 取り 消し 、 または契約を 締結し ない場合があり ます。  



 
 

 
 

  年  月  日 

 

（ あて先） 港区長 

申請者  共同事業体の名称 

 

共 同 事 業 体 構 成 書 

 

共同事業体名  

 共同事業体所在地  

 

代表事業者名  

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者 1 の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者２ の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者３ の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

 

※記入欄が足り ない場合は、 行の追加等を 行い、 提出し てく ださ い。

様式３ ‐ １

１  

 



 
 

 
 

  年  月  日 

 

（ あて先）  港 区 長 

申請者（ 共同事業体の代表団体）  

共同事業体名 

所在地 

代表事業者名  

代表者職氏名           印 

 

共 同 事 業 体 協 定 書 兼 委 任 状 

事業候補者と し て申請する ため、 公募要項に基づき共同事業体を 結成し 、 港区と の間における

下記事項に関する権限を 代表事業者に委任し て申請し ます。なお、本事業候補者と なっ た場合は、

各構成事業者は業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行等に関し て

詳細な協定を 取り 交わし たう えで、 連帯し て責任を負います。  

 

共同事業体の名称  

共同事業体の所在地  

共同事業体の代表事業者（ 受任者）   構成事業者（ 委任者）  

所在地   所在地  

事業者名   事業者名  

代表者職氏名  印  代表者職氏名  印 

構成事業者（ 委任者）   構成事業者（ 委任者）  

所在地   所在地  

事業者名   事業者名  

代表者職氏名  印  代表者職氏名  印 

共同事業体の成

立、 解散の時期

及び委任期間 

  年  月  日から 当該業務履行後３ ヶ 月を 経過する 日まで。 解散の時期は、 構

成事業者全員の同意を も っ て延長するこ と ができ ます。 ただし 、 当共同事業体が本件

事業の事業候補者と なら なかっ た場合は、 ただちに解散し ます。 また、 当共同事業体

の構成事業者の脱退又は除名については、 事前に区の承認がなければこ れを 行う こ と

ができ ません。  

共同事業体の代

表事業者の権限 

１  事業候補者選考の申請に関する 件 

２  区と の本件業務の契約に係る見積も り 及び契約締結に関する件 

３  請負代金の請求及び受領に関する件 

４  その他契約手続に関する件 

その他 

１  本協定書に基づく 権利義務は他人に譲渡いたし ません。  

２  本協定書に定めのない事項については、 構成事業者全員により 協議するこ と し ま

す。  

※共同事業体の構成が４ 以上と なる場合はこ の様式に準じ て構成事業者欄を増やし て作成し てく ださ い。

様式３ －２  （ 共同事業体代表者用）  



 
 

 
 

委  任  状 
 

   年   月   日 

港 区 長 様  
 

 

        所 在 地       

        商号又は名称 

        代 表 者 名                            ㊞ 

 

 

 私は、 下記の者を代理人と 定め、 下記業務に関する次の事項を 委任し ます。  

 

 

          所 在 地  

    受 任 者 商号又は名称  

          役職及び氏名  

 

     

１  業務件名                                   

 

２  委 任 事 項 

( 1)  共同事業体編成に関するこ と 。  

( 2)  事業候補者選考の申請に関する件 

( 3)  区と の本件業務の契約に係る見積も り 及び契約締結に関する 件 

( 4)  請負代金の請求及び受領に関する 件 

( 5)  その他契約手続に関する件 

 

 

                                            

              

      受任者使用印鑑 

 

 

様式３ －３  

（ 共同事業体編成用）  



様式４

設立年月日 資本金 円

全体

資格名 人

資格名 人

資格名 人

資格名 人

備考
※記載する 実績は、 過去5年間の地方公共団体又は民間企業等から 受注し た類似事業の実績と し てく ださ い。
※不足する 場合は、 行を 追加し てく ださ い。

発注者

　 　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 　 日

事業者概要

う ち専門分野有資格者数

受注期間 業務内容

業務実績( 過去5年間の類似業務)

業務名

従業員数

人（ 令和　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日現在）



 様式5

氏 名

所 属

役 職

保 有 資 格

実務経験年数

発注者 受託期間

　　年　　月
～

　　年　　月

　　年　　月
～

　　年　　月

　　年　　月
～

　　年　　月

氏 名

所 属

役 職

保 有 資 格

実務経験年数

発注者 受託期間

　　年　　月
～

　　年　　月

　　年　　月
～

　　年　　月

　　年　　月
～

　　年　　月

備考
※記載する実績は、過去5 年間の実績としてください。
※業務担当者が複数いる場合は、担当者ごとに記載すること。

従事している他の業務
( 手持ち業務量)

本業務の他に　　　　件を担当している。

【他の担当業務の内容】

【契約金額合計】

　　　　　　　　千円程度

総
括
責
任
者

業務名

業務実績（過去の類似業務）

【契約金額合計】

　　　　　　　　千円程度

本業務の他に　　　　件を担当している。

業務従事予定者の経歴及び専任性

業
務
担
当
者

受託業務内容

業務実績（過去の類似業務）

【他の担当業務の内容】

従事している他の業務
( 手持ち業務量)

受託業務内容業務名



( 様式６ )  
                     

業務従事予定者の配置計画及びスケジュ ール等 

・ 本業務の全期間に渡っ て従事する システム技術者は、 情報処理技術者又は同等以上の技量を有し

た技術者及び経験を有し ている技術者（ １ 人以上） がいるか 

・ 要員・ 人数をどのよう に配置し 、 業務を遂行し ていく か 

・ 本業務のスケジュ ールおよび進行管理について 

・ 貴社システムの他の自治体での運用状況について 

以上４ 点について提案し てく ださ い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※提案はＡ ４ 判タ テ（ 提案枠は拡張可・ 最大５ ページまで） と し てく ださ い。 文字のサイ ズは原則と し て

11 ポイ ント 以上（ 太字可） と し 、 文字フ ォ ント は BI Z UD 明朝 Medi um又は BI Z UDゴシッ ク と し ます。 



 （ 様式７ －１ ）  

企画提案書１  

［ 提案（ 環境省が提供する石綿事前調査結果報告システム（ Gビズ） 及び港区 LoGo フ ォ ー

ムと の連携） について］  

・ 貴社システムにおいて、 Gビズから の CSV出力データ （ 仕様書別紙 13） の取り 込み等に

よる連携について提案をし てく ださ い。  

・ 貴社のシステムにおいて、 LoGo フ ォ ーム と の（ 仕様書別紙 15） の取り 込みによる連携 

等（ LoGo フ ォ ームの入力画面（ 仕様書別紙 14） の改修含む） について提案をし てく ださ い。 

・ 石綿事前調査結果報告システム（ Gビズ） 及び港区 LoGo フ ォ ームの（ 同物件の突合作業

等） 連携について提案をし てく ださ い。  

 

 

 

 

 

※提案はＡ ４ 判タ テ（ 提案枠は拡張可・ 最大５ ページまで） と し てく ださ い。  

※提案（ 様式７ ‐ １ ～５ ） は合計でＡ ４ 判タ テ（ 最大１ ５ ページまで） と し てく ださ い。  

※文字のサイ ズは原則と し て 11 ポイント 以上（ 太字可） と し 、 文字フ ォ ント は BI Z UD 明朝 Medi um

又は BI Z UDゴシッ ク と し ます。  



（ 様式７ －２ ）  

企画提案書２  

［ 提案（ 公害苦情調査エク セル入力システムと の連携） について］  

現在、 区では苦情を受けた際、 国から 提供さ れる国のシステム（ 仕様書別紙 16、 17） に情

報を 入力し ています。 公害総合情報システムで一括管理を行う ため、 国のシステムと 、 貴

社のシステムの連携方法を 提案し てく ださ い。  

 

※提案はＡ ４ 判タ テ（ 提案枠は拡張可・ 最大５ ページまで） と し てく ださ い。  

※提案（ 様式７ ‐ １ ～５ ） は合計でＡ ４ 判タ テ（ 最大１ ５ ページまで） と し てく ださ い。  

※文字のサイ ズは原則と し て 11 ポイント 以上（ 太字可） と し 、 文字フ ォ ント は BI Z UD 明朝 Medi um

又は BI Z UDゴシッ ク と し ます。  



（ 様式７ －３ ）  

企画提案書３  

［ 提案（ 業務効率化） について］  

紙（ 手書き あり ）及び電子による申請の台帳への入力等の簡素化や AI の学習機能の活用等、

職員負担の軽減や業務効率化へつながる よ う な貴社システムの特長又は自由な提案など

（ 複数可） をお願いし ます。  

 

※提案はＡ ４ 判タ テ（ 提案枠は拡張可・ 最大５ ページまで） と し てく ださ い。  

※提案（ 様式７ ‐ １ ～５ ） は合計でＡ ４ 判タ テ（ 最大１ ５ ページまで） と し てく ださ い。  

※文字のサイ ズは原則と し て 11 ポイント 以上（ 太字可） と し 、 文字フ ォ ント は BI Z UD 明朝 Medi um

又は BI Z UDゴシッ ク と し ます。  



 
（ 様式７ －４ ）  

企画提案書４  

［ 提案（ サポート 体制） について①］  

貴社システムの利用方法に関する マニュ アルを作成にあたっ ての工夫や資料構成の提案を

し てく ださ い。 また、 システム導入時の職員だけでなく 、 新規職員や管理権限別に対応し

た研修の実施方法等を 提案し てく ださ い。  

 

※提案はＡ ４ 判タ テ（ 提案枠は拡張可・ 最大５ ページまで） と し てく ださ い。  

※提案（ 様式７ ‐ １ ～５ ） は合計でＡ ４ 判タ テ（ 最大１ ５ ページまで） と し てく ださ い。  

※文字のサイ ズは原則と し て 11 ポイント 以上（ 太字可） と し 、 文字フ ォ ント は BI Z UD 明朝 Medi um

又は BI Z UDゴシッ ク と し ます。  



（ 様式７ －５ ）  

企画提案書５  

［ 提案（ サポート 体制） について②］  

システム障害が発生し た場合の具体的な対応やサポート 体制を 提案し てく ださ い。  

 

※提案はＡ ４ 判タ テ（ 提案枠は拡張可・ 最大５ ページまで） と し てく ださ い。  

※提案（ 様式７ ‐ １ ～５ ） は合計でＡ ４ 判タ テ（ 最大１ ５ ページまで） と し てく ださ い。  

※文字のサイ ズは原則と し て 11 ポイント 以上（ 太字可） と し 、 文字フ ォ ント は BI Z UD 明朝 Medi um

又は BI Z UDゴシッ ク と し ます。  
 



公害総合情報システム構築概算費用見積書 事業者名

※単位：円（税抜）　※水色網掛け部分への記入をお願いします（記載された費用項目が不要な場合は備考欄にその旨記載してください。費用項目が不足する場合は行を追加して下さい。また備考欄は必要に応じてご記入ください）。

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 備考欄

Ⅰ　要求分析・基本設計費用機器等導入経費（一般需用費・備品購入費）

1　ミドルウェア購入費

2　ソフトウェア購入費

3　ライセンス費用

¥0 ¥0

Ⅱ 作業的経費（委託料）

1　構築作業費

（1）プロジェクト管理費

（2）要求分析・基本設計

（3）システム構築（作業項目ごとに行を追加し記載してください）

（4）データ移行

（5）システム環境構築に係る設計

（6）テスト/検証

（7）セットアップ

（8）ネットワーク構築

（9）研修

（10）マニュアル等コンテンツ作成

（11）その他（項目名記載のこと）

¥0 ¥0

2　システム保守費

（1）ソフトウェア保守費

（2）ライセンス利用料

（3）運用管理費用

¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

Ⅲ　その他提案に含まれない機能等に係る費用

¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0

注）必ず、内訳（工数）が分かる費用見積詳細内訳書を添付し、本見積書の項目と紐づけて記載してください。

総　　　計　（消費税込み）

項　　　目

総　　　計　（①+②+③+④）

機器等導入経費 合計…①

導入初期作業費 合計…②

システム保守費 合計…③

その他提案費用 合計…④

様式１０



（ 様式 11）  

 

 

公害総合情報システム構築及び保守管理業務委託 

プロポーザル参加辞退届  

 

 

令和８ 年  月  日 

 

（ あて先） 港 区 長 

 

 

 

提出者） 本社所在地                 

 

事 業 者 名               印 

 

代表者氏名                 

 

 

 

 標記業務のプロポーザルに基づく 選考への参加を辞退いたし ます。  

 

 

 

 

 

 

 

（ 連絡先） 担当者所属                       

 

担当者氏名                       

 

Ｔ  Ｅ  Ｌ                        

 

Ｆ  Ａ  Ｘ                        

 

メ ールアド レ ス                        


